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女性医師が就業を継続していくための提言

「女性医師の就業とキャリアのためのアンケート」

集計結果から見えてきた現状と就業継続のために今から必要なこと
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Abstract: Shortages of physicians commonly seen outside urban areas are partially due to disproportional concentration of physicians to

cities. However, some claim that it is also caused by a declining number of physicians in actual practice resulting from an increase in the

number of female physicians. In collaboration with the Shiga University of Medical Science Alumni Association “Koikai,” the Network of

Shiga Prefecture Female Physicians distributed a questionnaire to 826 female graduates of Shiga University of Medical Science to

investigate their current situations and obtain their opinions about work life balance. The number of respondents completing the

questionnaire was 213, which consisted of 162 full-time physicians, 39 part-time physicians, 3 medical professionals other than physicians, 2

graduate school students, and 7 non-workers. Based on the results of the questionnaire, we propose the following issues to Shiga Prefecture

and the national government: 1) exemption from night-shift and after-hours on-call duty during pregnancy and child-rearing; 2) job

assistance through a short working hour system, etc.; 3) continued employment by reducing excessive workload among full-time physicians;

and 4) improvement of in-hospital childcare centers/care facilities for sick children, including the increase in the number of such facilities.
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はじめに

年 7600 人ほどが新たに医師免許を取得する 1)現在に

おいても医師不足は解消されていない．医師人数が

充されているのは都市の一部であり，地方で働く特に

救急に携わる医師の過重労働は改善されないままとな

っている．

地方における医師不足の原因として医師の都市部

偏在が挙げられているが，それ以外に女性の割合が増

加した１）ために実働する医師数が減少したことが原因
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だという意見がある．女性医師は男性医師に比べて非

常勤医師として勤務する割合が高く 2,3)，その理由の多

くが結婚，出産，育児という人生のイベントである 4)

と報告されている．出産，育児で一旦常勤勤務を離れ

た女性医師の復帰する数が増えれば今よりも実働医師

数が増加することが見込めるため，復帰できる環境を

整えていくことが医師確保の一助になると考えられる．

滋賀県では女性医師支援を目的とし，平成 23 年に

滋賀県医師会，滋賀医科大学，滋賀県病院協会の 3 団

体の女性医師からなる滋賀県女性医師ネットワーク会

議を組織し，活動を開始した．

今回，滋賀医科大学卒業の女性に対して，卒業後の

勤務形態の変化，その勤務形態を選択した理由や状況

などに関するアンケートを行った．その結果より女性

医師の就業とキャリア形成を支援する施策を提言した

い．

アンケートの対象と方法

対象：

滋賀医科大学医学部医学科卒業、同大同窓会「湖医会」

に登録する女性会員 826 名

調査機関：

滋賀県医師キャリアサポートセンター，滋賀医科大学

男女共同参画推進室，滋賀県女性医師ネットワーク会

議

目的：

① 現在就業中の医師がより働きやすくなるために

② 非就労，休業，離職中の医師が医療界に復帰する

ために

必要な具体的な施策として何が必要であるかを考え，

滋賀県や国に提言するための資料とする．

調査方法：

個人情報保護の観点から，調査対象者には滋賀医科大

学同窓会「湖医会」を通じてアンケートを送付．

調査期間：

H25 年 8~9 月

結果

1． 回答者の属性

回収総数は 213 人で 25.8％の回答率であった．

勤務形態では常勤医師 162 人，非常勤医師 39 人，医

師以外での勤務 3 人，大学院など 2 人，非就労 7 人で

あった。常勤勤務には臨床研修医、後期臨床研修医を

加えた．年齢構成は（図 1）に示す通り，30 代後半の

回答数が最も多かった .

非常勤医師では配偶者，パートナーのいる割合が高く，

子供のいる割合も高い．（図 2,図 3）

2．勤務形態

各年代で常勤医師としての活動が最も多い結果であ

った．常勤医師数は 30 代後半でいったん減じるが，そ

の後やや増加する．非常勤医師数は 30 代後半，卒後 10

年を超えてから増加し，その後減少する．

常勤医師では常勤勤務中断を約半数が経験（図 4）

しており，理由では出産が最も多かった．中断後に復

帰できた要因は図 5 の通りであった．

一方非常勤勤務医師に「どのようなサポートがあ

れば継続できたか」と質問した結果は図６の通りと

なった．非常勤医師のうち，今後常勤医師として働
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く，もしくは勤務時間を増やそうと考えている医師

の割合は 39 人中 18 人（46.1％）であった．

勤務時間について検討すると常勤勤務医師が非

常勤勤務医師に比べて長かったが , 非常勤勤務医師

でも週あたり 30 時間前後勤務している割合が約

20％であった．（図 7）

常勤医師では，週 51 時間以上の勤務をしている割合

が 20％超であり，そのうち週 61 時間以上では 7.8％で

あった .（図 7）

非常勤医師のうち今後常勤医師として働くために必

要だと考えているものは図 8 の通りであった．常勤勤

務で科長，部長，助教，講師などの役職が 53％であっ

たのに対し，非常勤医師は 3％であった（図９）．

考察

滋賀医科大学卒業女性医師の年齢構成が入手でき

なかったため，日本女性医師の年齢構成（図 1）2)と比

較したところ 20〜30 代前半の回答数が少なくなって

いる．滋賀医科大学卒業女性医師でも同様の年齢構成

となっていると予想されるため，今回のアンケート結

果はこのことによるバイアスのかかっている可能性が

ある．また，常勤勤務との回答のなかに大学院生が含

まれているなど勤務形態が正確に記載されていない物

については，集計者により修正を加えた．

女性医師に対するアンケートは今までにも複数行

われ報告されているが，医師として勤務していない方

への調査報告はあまり行われておらず，今回医師以外，

大学院などの研究生，非就労の方からの回答を詳しく

調査できることを期待していた．しかし，これらの回

答が少なく，今回は常勤医師と非常勤医師について主

に検討を行った．

30 代後半で常勤医師数はいったん減少後増加する

のに対し，非常勤医師数では増加後に減少する．非常

勤医師となった女性医師が非常勤勤務を継続するのか，

それとも常勤勤務に復帰するのか，離職しているのか，

この結果だけでは判断できない．今後実働医師数を減

らさないためには，非常勤医師が継続するか常勤に復

帰する必要がある．非常勤医師のうち約半数が常勤勤

務への復帰，もしくは勤務時間の増加を考えていた．

もっと働きたいと思っている非常勤勤務の女性医師に

何が必要かを検討した．

非常勤医師で配偶者，パートナー，子供のいる割合

が常勤医に比べて高い結果は，結婚，出産，育児が常

勤から非常勤への勤務形態変化と関連がある 4)ことを
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裏付けている．

育児休業・介護休業法，次世代育成支援対策推進法

が改正され 5）H22 年 6 月から施行されており，この中

で所定労働時間の短縮処置，いわゆる短時間勤務制度

では 3 才に満たない子を養育する従業員は申し出るこ

とによって労働時間を一日 6 時間に変更できるとされ

ている．さらに「短時間正社員制度」として厚生労働

省がすすめる方策では勤務時間や給与などの労働条件

は各事業主により検討できる６）ことから，現在の非常

勤勤務医の一部は常勤勤務医に変更できる可能性があ

る．

一方，図 5,6,8 には共通する項目が含まれており，

これはそのまま常勤医師を減らさないために，もしく

は非常勤医が常勤医に復帰するために最低限必要な条

件である．さらに常勤医師の過重労働を軽減するため

の努力を始めなければならない．常勤勤務からの離脱

防止となり，かつ常勤勤務復帰のハードルも下げるこ

とができると考えられる．

女性医師の回答には，「周囲の理解」が多く挙げられ

ていた．出産期や育児期に周囲と比べて勤務時間の制

限が必要であることに躊躇や引け目を感じ，離職した

り復職できない女性医師が多くいると思われる．女性

が母となる適性を持つ以上，出産，育児は当然のこと

である．それを各施設の長が受け入れ，それを公言す

ることが必要である．長が公言することは女性医師の

支えとなり，病院全体の姿勢ともなるはずである．

短時間勤務制度の活用により女性医師の雇用を継続

することができれば，各世代の女性医師があまねく勤

務する環境となり，①女性医師にとって各世代でのメ

ンターとなる②他の医師が各年代の女性医師と一緒に

勤務する経験を持つ，ことができる．出産期，育児期

と各年代の女性医師とともに勤務することにより周囲

の医師の理解も深まることが期待され，女性医師の就

労を継続しやすい環境，風土を形成するであろう．

短時間雇用制度での常勤雇用という選択肢を増やす

ことで勤務継続を希望する女性医師の就労継続の門戸

を開くことができ，実働医師数の減少を抑えることに

つながる．いったんは周囲の医師の負担を増やすこと

になるかもしれないが，女性医師が復帰することがで

きれば将来的に医師数減少の抑制が期待できる．医療

界全体で考え，支えていくことで医師の働き方にも変

化を起こすこととなる．それはいずれ，今後父親とし

て育児をする男性医師や，親の介護等に直面する男性

医師の勤務にも柔軟性をもたらすと考えられる.

まとめ

女性医師の雇用の継続のために

① 妊娠，出産，育児期の医師には当直免除，時間

外呼び出しの免除を積極的におこなう

② 短時間雇用制度を積極的に活用する

③ 常勤勤務医師の過重労働を減らす

④ 院内保育所，病児保育所を充実する

上記を充実していくことが急務と考えられる．

これらをH26年11月に滋賀県女性医師ネットワーク会

議より滋賀県（知事，副知事，健康福祉部，商工観光

労働部，総合政策部）近畿厚生局，滋賀県内58病院の

病院長，滋賀県内47有床診療所長などに提言した 7)．
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和文抄録

地方で多く見られる医師不足は，医師の都市部偏在だ

けでなく，女性医師増加による実働医師数減少も原因

だとする意見がある．滋賀県女性医師ネットワーク会

議は湖医会等と協力し，滋賀医科大学を卒業した女性

８２６名にアンケートを配布し，実態調査とワークラ

イフバランスについての意見集約を行った．回答総数

２１３．うち常勤医師１６２名，非常勤医師３９名，

医師以外の勤務３名，大学院２名，非就労７名．

アンケートの意見を集約し（１）妊娠・育児期の当直

免除や時間外呼び出しの免除，（２）短時間雇用制度

等による就労支援，（３）常勤医師の過重労働軽減に

よる勤務継続，（４）院内保育所・病児保育所の充実，

を滋賀県や国に提言する．

キーワード：女性医師，短時間雇用制度，勤務継続，

就労支援，ワークライフバランス


